
 

 

 

 

 

 

 

真岡鐵道株式会社に対する改善指示について 

 

 

 

 

関東運輸局は、運転士のアルコール検査の不正に関する通報等を受けて、令和６年６月１９

日及び７月１７日～１９日に保安監査を実施しました。 

その結果、改善を要する事項が認められたことから、令和６年８月５日付けで、関東運輸局

長（藤田 礼子）から同社 代表取締役社長（石坂 真一）あてに所要の措置を講ずるよう［添付

資料］のとおり指示しました。 

 

 

 

 

［添付資料］ 

 保安監査の結果について（写し） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

関東運輸局プレスリリース                      令和６年８月５日 

［問い合せ先］関東運輸局鉄道部 

         安全指導課（本事象に関すること） 

  竹村     電話 045-211-7240    

鉄道安全監査官（監査に関すること） 

  釜田   電話 045-211-7274    

 

［配布先］  神奈川県政記者クラブ、 

横浜海事記者クラブ、 

栃木県政記者クラブ 

茨城県政記者クラブ 
  

 



（写） 
関鉄官第３５号 
令和６年８月５日 

 
 
真岡鐵道株式会社 
代表取締役社長 石坂 真一 殿 

 
 

関東運輸局長  
藤田 礼子 
（公印省略） 

 
保安監査の結果について（通知） 

 
 
貴社所属の運転士１名が、仕業前に実施する酒気帯びの有無の確認のうち、アルコー

ル検知器を用いた検査（以下「アルコール検査」という。）を適切に行わないまま、列車

又は車両（以下「列車等」という。）を操縦していたことが令和６年６月１８日に判明し

た。 

これを受けて、令和６年６月１９日及び７月１７日～１９日に保安監査を実施したと

ころ、下記のとおり改善を要する事項が認められたことから、改善措置を講ずるよう指

示する。 

改善措置を講ずるにあたっては、当該事項に係る業務の実施方法、実施状況、管理方

法等の妥当性について検証する等により、背後要因を含め当該事項が発生した原因を究

明したうえで、再発防止に必要な改善策を策定するとともに、鉄道輸送の安全に係る業

務が確実に実施できるよう留意すること。 

なお、講じた措置については、令和６年９月５日までに報告されたい。 
 

記 
 
１．アルコール検査の実施については、運転取扱心得（令和２年１月改正。以下「実施

基準」という。）及び運転作業要領（令和２年７月改正。以下「社内規程」という。）に

規定したにも関わらず、以下の状況であることを確認した。 

① アルコール検査において、アルコールが検出しないことを確かめることなく運

転士１名を乗務させていたこと。 

② 実施基準及び社内規程に規定した以降も、２名を除く運転士のアルコール検査

が継続的に行われていなかったこと。 

また、アルコールが検知し、酒気を帯びた状態であるにも関わらず、１名が運転指令

業務を行っていたことを確認した。 

さらに、安全統括管理者及び運転管理者は、上述の実態を把握していながら、必要な

措置を講じておらず、輸送の安全の確保に関する業務の統括管理並びに列車の運行、

運転士及び車掌の資質の保持その他の運転に関する業務の管理が不十分であることが

認められた。 

このため、アルコール検査及び酒気帯びの有無の確認については実施基準及び社内

規程に基づき確実に実施すること。また、安全統括管理者が、輸送の安全を確保するた



 

め、現場の状況を掌握し、必要な指示を的確に行う等の現場を確実に統括管理するた

めの業務体制の整備を行うこと。 
 
２．酒気帯びの有無の確認の実施方法等については、令和２年に実施基準及び社内規程

に規定したが、酒気帯びの有無の確認を必要とする運転士に対し、酒気帯びの有無の

確認を確実に実施するために必要な教育及び訓練が行われていないことを確認した。 
また、運転指令や運転士を新たに業務に従事させる場合の教育及び訓練の実施記録、

並びに知識及び技能を保有していることを確認した記録がなく、安全統括管理者兼運

転管理者及び乗務員指導管理者（以下「管理者」という。）が職員の資質の管理が十分

に行えないことを確認した。 
よって、教育及び訓練並びに知識及び技能の保有の確認については、管理者が適切

に管理できる体制に改善すること。 
 
３．列車等の運転に直接関係する作業を行う係員の身体機能検査について、検査の結果

が「要精密検査」や「要再検査」とされている複数の係員に対し、管理者が作業を行

うのに支障がないことを確かめていないことを確認した。 
よって、同係員の身体機能検査について、検査の結果が作業を行うのに支障がない

ことを確認し、管理者が適切に管理できる体制に改善すること。 
 
４．保安通信設備の車上設備について、当初は列車無線機を搭載することとし、補助的

に携帯電話機を運転士に携帯させていたが、運転保安上の問題の有無について検討を

行うことなく、列車無線機を取り外していることを確認した。 
よって、列車運行に使用する設備の取扱い等を変更する場合には、関係部署と確実

に調整するとともに変更後の設備が運転保安上問題ないことを検討できる体制に改善

すること。 
 
 
これらの指示に従わず、安全管理体制の改善が確認できない場合や、再び違反行為が

あった場合には、以下のとおり、事業の改善を命ずる場合がある。 
（１）事業改善命令を行使し得る根拠となる法令の条項（行政手続法第３５条第２項

第１号） 
鉄道事業法第２３条 

（２）上記の条項に規定する要件（行政手続法第３５条第２項第２号） 
鉄道事業法第２３条の鉄道事業者の事業について、輸送の安全その他公共の

利益を阻害している事実があると認められること。 
（３）当該権限の行使が上記の要件に適合する理由（行政手続法第３５条第２項第３

号） 
輸送の安全その他公共の利益を阻害している事実が確認され、鉄道事業法第

２３条第１項第３号及び第６号で定める措置を講ずる必要があるため。 
 
また、以下のとおり、安全統括管理者又は運転管理者を解任すべきことを命ずる場合

がある。 
（１）安全統括管理者又は運転管理者の解任命令を行使し得る根拠となる法令の条項

（行政手続法第３５条第２項第１号） 
鉄道事業法第１８条の３第７項 



 

（２）上記の条項に規定する要件（行政手続法第３５条第２項第２号） 
安全統括管理者又は運転管理者がその職務を怠った場合であって、当該安全

統括管理者又は運転管理者が引き続きその職務を行うことが輸送の安全の確保

に著しく支障を及ぼすおそれがあると認められること。 
（３）当該権限の行使が上記の要件に適合する理由（行政手続法第３５条第２項第３

号） 
当該安全統括管理者又は運転管理者が引き続きその職務を行うことが輸送の

安全の確保に著しく支障を及ぼすおそれがあり、鉄道事業法第１８条の３第７

項で定める措置を講ずる必要があるため。 
 
 

以上 


